
     公立大学法人山梨県立大学個人情報の保護及び管理に関する規則 

 

                （令和６年３月２５日制定 法人第４２０７－１号） 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、公立大学法人山梨県立大学個人情報の保護及び管理に関する規程第

１条第１項第２号の規定に基づき、山梨県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年

条例第５０号。以下「条例」という）の規定が適用されない事項について、必要な事項を定

めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この規則で使用する用語は、この規則で定めるもののほか、個人情報の保護に関す

る法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という）及び条例で使用する用語の例による。 

 

（様式） 

第３条 次の各号に掲げる文書の様式は、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

１ 条例第３条第１項の個人情報ファイル簿 個人情報ファイル簿（様式第１号） 

２ 法第７７条第１項の規定による請求 保有個人情報開示請求書（様式第２号） 

３ 法第８２条第１項の規定による通知 保有個人情報開示決定通知書（様式第３号） 

４ 法第８２条第１項の規定による通知 保有個人情報一部開示決定通知書（様式第４号） 

５ 法第８２条第２項の規定による通知 保有個人情報の開示をしない旨の決定通知書 

（様式第５号） 

６ 条例第５条第２項の規定による通知 保有個人情報開示決定等期限延長通知書（様式 

第６号） 

７ 条例第６条の規定による通知 保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書（様式第 

 ７号） 

８ 法第８５条第 1項の規定による移送（移送先あて） 保有個人情報開示請求事案移送 

 書（様式第８号） 

９ 法第８５条第 1項の規定による通知（開示請求者宛て） 保有個人情報開示請求事案移 

送通知書（様式第９号） 

１０ 法第８６条第 1項の規定による照会 保有個人情報の開示請求に係る意見照会書 

  （様式第１０号） 

１１ 法第８６条第２項の規定による照会 保有個人情報の開示請求に係る意見照会書 

  （様式第１１号） 

１２ 法第８６条第３項の規定による通知 反対意見書に係る個人情報の開示決定通知書 

  （様式第１２号） 



１３ 法第８７条第３項の規定による申し出 保有個人情報の開示実施方法等申出書（様 

式第１３号） 

１４ 法第９１条第１項の規定による請求 保有個人情報訂正請求書（様式第１４号） 

１５ 法第９３条第１項の規定による通知 保有個人情報訂正決定通知書（様式第１５号） 

１６ 法第９３条第２項の規定による通知 保有個人情報不訂正決定通知書（様式第１６

号） 

１７ 法第９４条第２項の規定による通知 保有個人情報訂正決定等期限延長通知書（様 

式第１７号） 

１８ 法第９５条の規定による通知 保有個人情報訂正決定等期限特例延長通知書（様式 

第１８号） 

１９ 法第９６条第１項の規定による移送（移送先宛て） 保有個人情報訂正請求事案移 

送書（様式第１９号） 

２０ 法第９６条第１項の規定による通知（訂正請求者宛て） 保有個人情報訂正請求事案 

移送通知書（様式第２０号） 

２１ 法第９７条の規定による通知 保有個人情報提供先への訂正決定通知書（様式第２ 

  １号） 

２２ 法第９９条第１項の規定による請求 保有個人情報利用停止請求書（様式第２２号） 

２３ 法第１０１条第１項の規定による通知 保有個人情報利用停止決定通知書（様式第 

  ２３号） 

２４ 法第１０１条第２項の規定による通知 保有個人情報利用不停止決定通知書（様式 

第２４号） 

２５ 法第１０２条第２項の規定による通知 保有個人情報利用停止決定等期限延長通知 

  書（様式第２５号） 

２６ 法第１０３条の規定による通知 保有個人情報利用停止決定等期限特例延長通知書 

  （様式第２６号） 

２７ 法第１０５条第２項の規定による通知 保有個人情報に係る審議会諮問通知書（様 

  式第２７号） 

 

（開示の実施） 

第４条 法第８７条第１項の規定による保有個人情報の開示は、理事長が指定する日時及

び場所において行うものとする。 

２ 理事長は、法第８７条第１項の規定により保有個人情報が記録されている物の閲覧、視

聴又は聴取をする者が当該閲覧、視聴又は聴取に係る物を改ざんし、汚損し、若しくは破

損したとき又はこれらの行為をするおそれがあるときは、当該閲覧行為、視聴又は聴取を

中止させ、又は禁止することができる。 

３ 法第８７条第１項の規定による写しの交付の部数は、請求１件につき１部とする。 



 

（電磁的記録の開示の方法） 

第５条 法第８７条第１項の理事長が定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の種別 

に応じ、当該各号に定める方法とする。 

１ 用紙に出力することができる電磁的記録 用紙に出力した物の閲覧若しくはその写し

の交付又は専用機器（開示決定を受けたものの閲覧、視聴又は聴取の用に備え付けられて

いるものに限る。以下同じ。）により再生したものの閲覧、視聴若しくは聴取若しくはそ

れを複写した物の交付 

２ 前号に掲げる電磁的記録以外の電磁的記録 専用機器により再生したものの閲覧、視

聴若しくは聴取又はそれを複写した物の交付 

 

（開示請求に係る手数料） 

第６条 法第８９条第７項の規定により開示請求をする者は、保有個人情報開示手数料を

納付しなければならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

 （１）理事長が法第８２条第２項の決定をした場合 

（２）開示請求をする者が閲覧の方法により開示を受ける場合 

２ 保有個人情報開示手数料の額は、別表１のとおり文書の種別及び開示の実施の方法に

応じ、それぞれ定める額とする。 

３ 理事長は、経済的困難その他特別の理由があると認めるときは、保有個人情報開示手数

料を減額し、又は免除することができる。 

 

（写しの送付に要する費用の負担） 

第７条 保有個人情報の開示を受ける者は、当該保有個人情報が記録されている文書の写 

しの送付を求める場合にあっては、当該送付に要する費用を負担しなければならない。 

２ 理事長は、経済的困難その他特別の理由があると認めるときは、前項の費用を減額し、

又は免除することができる。 

 

（保有個人情報開示手数料の納付の方法等） 

第８条 保有個人情報開示手数料の納付の方法は、次に掲げる方法のうちから開示請求ご

とに理事長が指定する方法とする。 

 （１）理事長が指定した場所において現金で納付する方法 

 （２）理事長が指定した場所に現金を郵便物として差し出す方法 

２ 保有個人情報開示手数料の納付の時期は、次の各号に掲げる方法に応じ、当該各号に定

める時期とする。 

 （１）前項第１号に掲げる方法 理事長が指定した場所において保有個人情報の開示を受 

けようとするとき 



 （２）前項第２号に掲げる方法 法第８２条第１項の規定による開示請求に係る保有個 

人情報の全部又は一部を開示する旨の通知（次条第１項において「開示通知」という。） 

に記載された開示の時期 

３ 保有個人情報開示手数料の減額又は免除を受けようとする者は、法第７７条第１項の

規定による書面の提出を行う際に、併せて当該減額又は免除を求める理由を記載した申

請書を理事長に提出しなければならない。 

４ 前項の申請書には、開示請求に係る保有個人情報に係る本人が生活保護法（昭和２５年 

法律第１４４号）第１１条第１項各号に掲げる扶助を受けていることを理由とする場合

にあっては当該扶助を受けていることを証明する書面を、その他の事実を理由とする場

合にあっては当該事実を証明する書面を添付しなければならない。 

 

（写しの送付に要する費用の納付の方法等） 

第９条 写しの送付に要する費用の納付の方法は、次に掲げる方法とし、写しの送付に要す

る費用の納付の時期は、開示通知に記載された開示の時期とする。 

 （１）理事長が指定した場所に現金を郵便物として差し出す方法 

２ 前条第３項及び第４項の規定は、写しの送付に要する費用の減額又は免除について準

用する。 

 

（行政機関等匿名加工情報の利用に係る手数料） 

第 11条 次の各号に掲げる者は、それぞれ当該各号に定める名称の手数料をあらかじめ納

付しなければならない。 

（１） 法第１１５条の規定により行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を山梨県 

立大学と締結しようとする者 行政機関等匿名加工情報作成手数料 

（２） 法第１１８条第２項において準用する法第１１５条の規定により行政機関等匿名 

加工情報の利用に関する契約を山梨県立大学と締結しようとする者 作成された行政 

機関等匿名加工情報利用手数料 

２ 前項の手数料の額は、別表２に掲げる手数料の名称に応じ、同表に定める額とする。 

３ 既に納付した手数料は、還付しない。ただし、理事長が特に必要があると認めるときは、 

この限りでない。 

 

（行政機関等匿名加工情報作成手数料等の納付の方法） 

第 12条 行政機関等匿名加工情報の利用に係る手数料の納付の方法は、口座振替の方法に

より納付するものとする。 

 

（簡易な手続きによる保有個人情報の提供） 

第 13条 本人から保有個人情報の提供を求める旨の申出を受けた場合に直ちに提供するこ



とができる保有個人情報を定めることができる。 

２ 前項の規定により保有個人情報を定めたときは、当該保有個人情報の個人情報取扱事

務の名称及び記録項目、閲覧期間並びに閲覧場所を速やかに、当法人ホームページで公表 

するものとする。 

３ 本人は、第１項の規定により定められた保有個人情報について、理事長に対し、当該申 

出に係る保有個人情報の本人であること示す書類を提示し、かつ、本人の氏名及び申出の 

年月日を記載した書面を提出して提供を求める旨の申出をすることができる。 

４ 理事長は、前項の規定により保有個人情報の提供を求める申出があった場合において、 

当該申出をした本人が当該保有個人情報の本人であることを確認したときは、直ちに当 

該保有個人情報を閲覧させるものとする。 

５ 前各項の規定は、法第７６条の規定により保有個人情報の開示を請求することを妨げ 

るものと解してはならない。 

 

（総括個人情報保護管理者） 

第 14条 本法人に、個人情報の適正な管理を行うため、総括個人情報保護管理者（以下「総

括保護管理者」という。）を置く。 

２ 総括保護管理者は、副理事長を持って充てる。 

３ 総括保護管理者は、本法人における個人情報の管理に関する事務を総括する。 

 

（個人情報保護管理者） 

第 15条 各部局等に、個人情報保護管理者（以下「保護管理者」という。）を置く。 

２ 保護管理者は、各部局長の長をもって充てる。 

３ 保護管理者は、各部局等における個人情報の管理に関する事務を行う。 

 

（個人情報保護担当者） 

第 16条 各部局等に個人情報保護担当者（以下「保護担当者」という。）を置く。 

２ 保護担当者は、各部局等の教職員のうちから保護管理者が指名する者をもって充てる。 

３ 保護担当者は、保護管理者を補佐する。 

 

（監査責任者） 

第 17条 本法人に、個人情報の管理状況を監査させるため、監査責任者を置く。 

２ 監査責任者は、総括保護管理者が指名する者をもって充てる。 

 

（委員会） 

第 18条 総括管理責任者は、必要と認めるときは、個人情報の管理に係る重要事項の決 

定、連絡・調整等を行うため、委員会を置くことができる。 



２ 委員会に関し必要な事項は、総括保護管理者が定める。 

 

（研修） 

第 19条 総括保護管理者は、保護管理者、保護担当者その他個人情報の取扱に従事する教

職員に対し、個人情報の適切な管理のための研修を行うものとする。 

 

 附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年３月２５日から施行する。 

 

 



別表1

文書の種別 開示の実施の方法 金額

イ　用紙に複写したものの交付 A３判以下の大きさの用紙１枚につき

１０円（カラーで複写したものについ

ては、４０円）

ロ　スキャナにより読み取ってできた電磁的記録を光

ディスク（日本産業規格x０６０６及びx６２８１に適

合する直径１２０ミリメートルの光ディスクの再生装

置で再生することが可能なものに限る）に複写したも

のの交付

１枚につき７０円

ハ　スキャナにより読み取ってできた電磁的記録を光

ディスク（日本産業規格x６２４１に適合する直径１２

０ミリメートルの光ディスクの再生装置で再生するこ

とが可能なものに限る）に複写したものの交付

１枚につき１１０円

イ　用紙に出力したものの交付 A３判以下の大きさの用紙１枚につき

１０円（カラーで出力したものについ

ては、４０円）

ロ　スキャナにより読み取ってできた電磁的記録を光

ディスク（日本産業規格x０６０６及びx６２８１に適

合する直径１２０ミリメートルの光ディスクの再生装

置で再生することが可能なものに限る）に複写したも

のの交付

１枚につき７０円

スキャナにより読み取ってできた電磁的記録を光ディ

スク（日本産業規格x６２４１に適合する直径１２０ミ

リメートルの光ディスクの再生装置で再生することが

可能なものに限る）に複写したものの交付

１枚につき１１０円

１　文書又は図面

２　電磁的記録

備考　１の項イ又は２の項イの場合において、両面印刷の用紙を用いるときは、片面を１枚として額を算定し、

　　A３判を超える大きさのものについては、A３判による用紙を用いた場合の枚数に換算して算定する。



別表２

手数料の名称 金額

２１，０００円に次に掲げる額の合計額を加算した額

イ　匿名加工情報の作成に要する時間一時間までごとに

    ３，９５０円

ロ　匿名加工情報の作成の委託を受けた者に対して支払う

額（当該委託をする場合に限る）

次に掲げる者の区分に応じ、それぞれ次に定める額

イ　ロに掲げる者以外の者　法第１１５条の規定により

　当該匿名加工情報の利用に関する契約を締結する者が

　法第１１９条第３項の規定により納付しなければなら

　ない手数料の額と同一の額

ロ　法第１１５条（法第１１８条第２項において準用す

　る場合を含む。）の規定により当該匿名加工情報の利

　用に関する契約を締結した者

　１２，６００円

２　作成された行政機関等匿名

　　加工情報利用手数料

１　行政機関等匿名加工

　　情報作成手数料



様式第１号 

個人情報ファイル簿 

個人情報ファイルの名称  

県の機関等の名称  

個人情報ファイルが利用に供さ

れる事務をつかさどる組織（所

属名）の名称 

 

個人情報ファイルの利用目的  

記録項目  

記録範囲  

記録情報の収集方法  

要配慮個人情報が含まれると 

きは、その旨 
 

記録情報の経常的提供先  

開示請求等を受理する組織の 

名称及び所在地 

名 称  

所在地  

訂正及び利用停止に関する他の

法律又はこれに基づく命令の規

定による特別の手続等 

 

個人情報ファイルの種別 

□法第６０条第２項第１

号（電算処理ファイル） □法第６０条第２項第２号

（マニュアル処理ファイ

ル） 
令第２１条第７項に該当

するファイル 

□有 □無 

本人の数千人未満の個人情報フ

ァイルである旨 
 

行政機関等匿名加工情報の提案

募集をする個人情報ファイルで

ある旨 

 

※以下該当の場合のみ記載 

行政機関等匿名加工情報の提案

を受ける組織の名称及び所在地 
 

行政機関等匿名加工情報の概要  

作成された行政機関等匿名加工

情報に関する提案を受ける組織

の名称及び所在地 

 

作成された行政機関等匿名加工

情報に関する提案をすることが

できる期間 

 

記録情報に条例要配慮個人情報

が含まれているときはその旨 
 

備 考  

 



様式第２号  

                                                                       年  月  日  

 

 

   公立大学法人山梨県立大学理事長 殿 

 

                             （郵便番号       ） 

                   開示請求者 住所又は居所 
 

                            氏名 

 

                       （連絡先              ） 

 

 

保  有  個  人  情  報  開  示 請 求  書  

 

  個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第７７条第１項の規定に基づき、 
次のとおり保有個人情報の開示を請求します。  

 

開示を請求する 

保有個人情報（具体的に 

特定してください） 

 

 

求める開示の実施方法等 

１ 事務所における開示の実施を希望する 

＜実施の方法＞①閲覧 ②写しの交付 ③その他（      ） 

＜実施希望日＞ 

２ 写しの送付を希望する 

開示請求者 １ 本人  ２ 法定代理人  ３ 任意代理人 

  

 

請求者本人確認書類 

 １ 運転免許証  ２ 健康保険被保険者証 

 ３ 個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるも
の） 

 ４ 在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみな
される外国人登録証明書 

 ５ その他（                     ） 

※ 請求書を送付して請求する場合には、加えて住民票の写し等
を添付してください。 

本人の状況等（法定代理人
又は任意代理人が請求する
場合のみ記載してくださ
い） 

 １ 本人の状況 （１）未成年者（   年  月  日生） 
（２）成年後見人            
（３）任意代理人委任者 

 ２ 本人の氏名 

 ３ 本人の住所又は居所 

 ４ 本人の連絡先（電話番号               ） 

 



 法定代理人が請求する場
合、次のいずれかの書類を
提示又は提出してくださ

い 

  

請求資格確認書類 

 

１ 戸籍謄本  ２ 登記事項証明書 

３ その他（                     ） 

 任意代理人が請求する場
合、次の書類を提出してく
ださい 

 請求資格確認書類 

 １ 委任状   ２ その他（             ） 

 ※担当課（室）  

 
 



様式第３号  

                                                                       第     号  

                                                                       年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                   公立大学法人山梨県立大学理事長      印  

 

 

保  有  個  人  情  報  の 開  示  決  定  通  知  書  

 

       年 月 日付けで開示請求のあった保有個人情報の開示については、個人情
報保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８２条第１項の規定に基づき、次のと
おり開示することを決定したので通知します。  

 

 開 示 請 求 に 係 る 

 保 有 個 人 情 報 の 内 容 

 

 開示する保有個人情報 

 の 利 用 目 的 

 

 求 め る 開 示 の 

 実 施 の 方 法 

   １ できる  

   ２ できない  

 求 め る こ と の で き る 

 開 示 の 実 施 の 方 法 

 

 開 示 実 施 費 用 の 額  

 

 開示を実施することの 

 で き る 日 時 及 び 場 所 

 

 日時  

 

 場所   

 担当課（室）  

       電話番号（   ）     －         内線  

 備         考   

 

 注  

 １ 申出をする際には、上記の開示を実施することができる日のうちから開示の実施を希望
する日を選択してください。  

 ２ 「開示実施費用の額」とは、写しの交付を希望される場合に負担していただくこととな
る費用の額を記載しています。  

 ３   保有個人情報の開示を受ける際には、この通知書及び本人であることを示す書類（運転
免許証、健康保険の被保険者証、個人番号カード等）を提示してください。また、代理人

（開示請求者である場合に限る。）が保有個人情報の開示を受ける際には、２の書類に加え、
代理人の資格を証明する書類（法定代理人にあっては戸籍謄本、登記事項証明書等、本人
の委任による代理人にあっては本人が記名押印した委任状及び当該押印に係る印鑑証明
書）を提示してください。 

 



様式第４号  

                                                                        第     号  
                                                                        年  月  日  
 
                               殿  
 
                   公立大学法人山梨県立大学理事長       印  

 
保有個人情報一部開示決定通知書 

 
       年 月 日付けで開示請求のあった保有個人情報の開示については、個人情
報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８２条第１項の規定に基づき、次の
とおり一部を開示することを決定したので通知します。  

 

 開 示 請 求 に 係 る 
 保 有 個 人 情 報 の 内 容 

 

 開示する保有個人情報 
 の 利 用 目 的 

 

 求める開示の実施の方法    １ できる          ２ できない  

 求 め る こ と の で き る 
 開 示 の 実 施 の 方 法 

 

 開 示 実 施 費 用 の 額  

 開 示 を 実 施 す る 
 
 日 時 及 び 場 所 

 日時 
 

 場所   

 開 示 し な い 部 分  

 開 示 し な い 理 由  

 上記の理由がなくなる期日  

 担 当 課 （ 室 ）  
       電話番号（   ）     －         内線  

 備         考   
 
 教示  

   この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３
月以内に、公立大学法人山梨県立大学理事長に対して審査請求をすることができます。  
 また、この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この決定の通知を受けた日の翌日
から起算して６月以内に、公立大学法人山梨県立大学理事長を被告として、訴えを提起す
ることができます。ただし、審査請求をした場合には、この決定の取消の訴えは、その審
査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６月以内に提起しなければな
りません。  

 注  
 １ 申出をする際には、上記の開示を実施することができる日のうちから開示の実施を希

望する日を選択してください。  
 ２ 「開示実施費用の額」とは、写しの交付を希望される場合に負担していただくことと

なる費用の額を記載しています。  
 ３ 「上記の理由がなくなる期日」欄は、その期日をあらかじめ明示できる場合に限り記載してあ

ります。開示を希望する場合は、記載された日以後に改めて請求してください。 
 ４   保有個人情報の開示を受ける際には、この通知書及び本人であることを示す書類（運

転免許証、健康保険の被保険者証、個人番号カード等）を提示してください。また、代
理人（開示請求者である場合に限る。）が保有個人情報の開示を受ける際には、２の書類
に加え、代理人の資格を証明する書類（法定代理人にあっては戸籍謄本、登記事項証明書
等、本人の委任による代理人にあっては本人が記名押印した委任状及び当該押印に係る
印鑑証明書）を提示してください。 



様式第５号  

                                                                         第     号  

                                                                         年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                     公立大学法人山梨県立大学理事長      印  

 

 

保  有  個  人  情  報  不  開  示  決  定  通  知  書  

 

       年 月 日付けで開示請求のあった保有個人情報の開示については、個人情報
の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８２条第２項の規定により、次のとおり
開示をしないことを決定したので通知します。  

 

 

 開 示 請 求 に 係 る 

 保 有 個 人 情 報 の 内 容 

 

 

 

 

 開 示 し な い 理 由 

 

 上記の理由がなくなる期日            年  月  日  

 

 担 当 所 属 

 

 

       電話番号（   ）     －         内線  

 備         考   

 

 教示  

   この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３
月以内に、公立大学法人山梨県立大学理事長に対して審査請求をすることができます。  
   また、この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この決定の通知を受けた日の翌日
から起算して６月以内に、公立大学法人山梨県立大学理事長を被告として（訴訟において山
代表者は公立大学法人山梨県立大学理事長となります。）、訴えを提起することができます。
ただし、審査請求をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決
の送達を受けた日の翌日から起算して６月以内に提起しなければなりません。 
 

 注  

 「上記の理由がなくなる期日」欄は、その期日をあらかじめ明示できる場合に限り記載し
てあります。開示を希望する場合は、記載された日以後に改めて請求してください。  



様式第６号  

                                                                       第     号  

                                                                       年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                   公立大学法人山梨県立大学理事長      印  

 

 

保有個人情報開示決定等期限延長通知書  

 

       年 月 日付けで開示請求のあった保有個人情報の開示については、山梨県
個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年条例第５０号）第５条第２項の規定によ
り、次のとおり開示決定等の期限を延長したので通知します。  

 

 開 示 請 求 に 係 る 

 保 有 個 人 情 報 の 内 容 

 

  

延長前の決定機関 

 

    年   月   日 から 

    年   月   日 まで 

 

 

 

 

 

延長後の決定期限 

 

年   月   日 

 

 

 

 延長の理由 

 

 

 担当課（室） 
 

 

（電話番号              内線       ） 

 

備考 
 

 



様式第７号  

                                                                       第     号  

                                                                       年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                   公立大学法人山梨県立大学理事長      印  

 

 

保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書  

 

       年 月 日付けで開示請求のあった保有個人情報の開示については、山梨県
個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年条例第５０号）第６条の規定により、次
のとおり開示決定等の期限を延長したので通知します。  

 

 開示請求に係る保有個人 
情報の内容 

 

  

延長前の決定機関 

 

    年   月   日 から 

    年   月   日 まで 

 

 

 

 

開示請求に係る保有個人 

情報のうち相当の部分に 

ついて開示決定等をする期 

限延長後の決定期限 

 

年   月   日 

 

 

残りの保有個人情報に 

ついて開示決定等をす 

る期限 

 

 

年   月   日 

 

 

山梨県個人情報の保護に 
関する法律施行条例第６ 

条を適用する理由 

 

 

 

 

担当課（室） 

 

 

（電話番号              内線       ） 

 

備考 
 

 



様式第８号  

                                                                        第     号  

                                                                        年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                   公立大学法人山梨県立大学理事長       印  

 

 

保有個人情報開示請求事案移送書  

 

       年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の開示請求に係る事案について、 

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８５条第１項の規定により、 

次のとおり移送します。  
 

 

 開示請求に係る保有個人 

情報の内容 

 

 

 

 

 

 開示請求者氏名等 

 氏名： 

 住所又は居所： 

 連絡先： 

 

 法定代理人又は任意代理人による開示請求の場合 

 本人の状況 １ 未成年（  年  月  日生） 

       ２ 成年被後見人 ３ 任意代理人委任者 

 本人の氏名： 

 本人の住所又は居所 

 

 
 

 添付資料等 

 

 

            

備考  

 

 

 注 開示請求書の写し、移送までの経緯の概要等参考になる資料を添付し、併せて添付 

   資料欄に記載すること。 

 



様式第９号  

                                                                         第     号  

                                                                         年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                    公立大学法人山梨県立大学理事長       印  

 

 

保有個人情報開示請求事案移送通知書  

 

       年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の開示について、個人情報の保護に

関する法律（平成１５年法律第５７号）第８５条第１項の規定により、次のとおり事案を移送

したので通知します。  
 

 

 開 示 請 求 に 係 る 

 保 有 個 人 情 報 の 内 容 

 

 

 移送をした日 

 

          年  月  日  

 

 移送の理由 

 

 

 

 移送先の行政機関の長等 

 

 行政機関の長等： 

 部局課室名等： 

 所在地： 

 電話番号：（   ）     －          内線（    ） 

 

 移送先の事務担当部局等 

 

 

 

       電話番号（   ）     －         内線  

 備         考   

 

 

 注  

  この開示請求に係る開示決定等については、移送を受けた実施機関が行います。  

 



様式第１０号  

                                                                         第     号  

                                                                         年  月  日  

 

 

                                様 

 

 

                   公立大学法人山梨県立大学理事長        印  

 

 

保有個人情報の開示請求に係る意見照会書  

 

   あなた（貴団体等）に関する情報が含まれている保有個人情報について、個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５７号）第７７条第１項の規定による開示請求があり、当該

保有個人情報について開示決定等を行う際の参考とするため、同法第８６条第１項の規定に基

づき、ご意見を伺うこととしました。 

 つきましては、当該保有個人情報を開示することにつき御意見があるときは、別紙「保有

個人情報の開示決定等に係る意見書」を御提出していただきますようお願いいたします。 

なお、提出期限までに意見書の提出がない場合には、特に御意見がないものとして取り扱わ

せていただきます。  
 

 

 開示請求に係る保有個人 

情報に含まれているあな 

た（貴団体等）に関する 

情報の内容 

 

 

 

 開示請求の年月日 

 

        年   月    日 

 

 意見書等の提出先 

 （事務担当部局等） 

 所在地：（〒        ） 

  

 名称： 

 電話番号：（   ）     －          内線      

 

 意見書の提出期限 

 

           年  月  日  

 備         考   

 

  



 （別紙）  

年  月  日  

 

 

  公立大学法人山梨県立大学理事長      殿  

 

                                          住所（居所）  

                        氏    名  

                                          法人その他の団体にあっては、  

                                          主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名  

                                           

連  絡   先  

 

保有個人情報の開示決定等に係る意見書  

 

          年  月  日付け  第   号で照会のあった保有個人情報の開示について、

次のとおり意見を提出します。  
 

 

 開示請求に係る保

有個人情報に含ま

れている私（当団

体）に関する情報

の内容  

 

 

 

 

 

 意    見  

 １ 保有個人情報を開示されることについて支障がない。  

 

 ２ 保有個人情報を開示されることについて支障がある。  

 

   （１）支障（不利益）がある部分  

 

 

   （２）支障（不利益）の具体的な理由  

 

 注  

 １ 「意見」欄は、「１」又は「２」のいずれか該当する番号を○印で囲んでください。  

 ２ 「２」を○印で囲んだ場合には、「（１）支障がある部分」欄及び「（２）支障がある

理由」欄も記載してください。  

 ３ この意見書に記載される意見書提出者の個人情報は、記載内容の確認の連絡や決定通知

書の送付等開示に係る手続のために使用するものであり、その他の目的で使用することは

ありません。  
 

 ※処理欄（この  

 欄には記入しな  

 いでください。） 

 受付年月日     年 月 日  担当課（室）  

 備  考   

 



様式第１１号  

                                                                         第     号  

                                                                         年  月  日  

 

 

                                様 

 

 

                   公立大学法人山梨県立大学理事長        印  

 

 

保有個人情報の開示請求に係る意見照会書  

 

   あなた（貴団体等）に関する情報が含まれている保有個人情報について、個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５７号）第７７条第１項の規定による開示請求があり、当該

保有個人情報について開示決定等を行う際の参考とするため、同法第８６条第２項の規定に基

づき、ご意見を伺うこととしました。 

 つきましては、当該保有個人情報を開示することにつき御意見があるときは、別紙「保有

個人情報の開示決定等に係る意見書」を御提出していただきますようお願いいたします。 

なお、提出期限までに意見書の提出がない場合には、特に御意見がないものとして取り扱わ

せていただきます。  
 

 

 開示請求に係る保有個人 

情報に含まれているあな 

た（貴団体等）に関する 

情報の内容 

 

 

 

 開示請求の年月日 
      年   月    日 

 法第８６条第２項第１号又

は第２号の規定の適用区分

及びその理由 

 ・適用区分   １ 第１号   ２ 第２号 

 ・適用理由 

 

 意見書等の提出先 

 （事務担当部局等） 

 所在地：（〒        ） 

  

 名称： 

 電話番号：（   ）     －          内線      

 

意見書の提出期限 

 

           年  月  日  

 備         考   

 

 



 （別紙）  

年  月  日  

 

 

 公立大学法人山梨県立大学理事長      殿  

 

                                          住所（居所）  

                        氏    名  

                                          法人その他の団体にあっては、  

                                          主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名  

                                           

連  絡   先  

 

保有個人情報の開示決定等に係る意見書  

 

          年  月  日付け  第   号で照会のあった保有個人情報の開示について、

次のとおり意見を提出します。  
 

 

 開示請求に係る保

有個人情報に含ま

れている私（当団

体）に関する情報

の内容  

 

 

 

 

 

 意    見  

 １ 保有個人情報を開示されることについて支障がない。  

 

 ２ 保有個人情報を開示されることについて支障がある。  

 

   （１）支障（不利益）がある部分  

 

 

   （２）支障（不利益）の具体的な理由  

 

 注  

 １ 「意見」欄は、「１」又は「２」のいずれか該当する番号を○印で囲んでください。  

 ２ 「２」を○印で囲んだ場合には、「（１）支障がある部分」欄及び「（２）支障がある

理由」欄も記載してください。  

 ３ この意見書に記載される意見書提出者の個人情報は、記載内容の確認の連絡や決定通知

書の送付等開示に係る手続のために使用するものであり、その他の目的で使用することは

ありません。  
 

 ※処理欄（この  

 欄には記入しな  

 いでください。） 

 受付年月日     年 月 日  担当課（室）  

 備  考   

 



様式第１２号  

                                                                       第     号  

                                                                       年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                   公立大学法人山梨県立大学理事長      印  

 

 

反対意見書に係る保有個人情報の開示決定通知書  

 

       年 月 日付けであなた（貴団体）から「保有個人情報の開示決定等に係る
意見書」の提出がありました保有個人情報については、次のとおり開示することを決定し
ましたので、個人情報保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８６条第３項の規
定により通知します。  

 

 開示決定した保有個人情報
に含まれているあなた（貴団
体等）に関する情報の内容 

 

 

 
 開示決定した理由 

 

 開示決定した日        年   月   日 

 開示を実施する日        年   月   日 

  

担当課（室） 

 

 

       電話番号（   ）     －         内線  

 備         考   

 

 注  

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３
月以内に、公立大学法人山梨県立大学理事長に対して審査請求をすることができます。  

 また、この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この決定の通知を受けた日の翌日
から起算して６月以内に、公立大学法人山梨県立大学理事長を被告（代表者は「公立大学
法人山梨県立大学理事長）として、訴えを提起することができます。ただし、審査請求を
した場合には、この決定の取消の訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の
翌日から起算して６月以内に提起しなければなりません。  

 

 



様式第１３号  

                                                                       年  月  日  

 

公立大学法人山梨県立大学理事長     殿  

 

                  郵便番号 

             （請求者）住所又は居所 

                  フリガナ 

                  氏  名 

                  電話番号（    ）      ―     

 

保有個人情報の開示実施方法等申出書  

 

 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８７条第３項のの規定によ
り、申し出ます。  

 

 保有個人情報（部分）開示 
決定通知書の文書番号及 
び日付 

文書番号  

 日  付       年    月    日 

  

 

 

求める開示の実施方法等 

 
 １ 閲覧 

 

１ 全部 

 ２ 一部  

（                 ） 

 
 ２ 視聴取 

 

  １ 全部 

 ２ 一部 

  （                 ） 

 
 ３ 写しの交付 

 （４ 郵送希望） 

 

１ 全部 

 ２ 一部 

  （                 ） 

 

開示の実施を希望する日 
                             

年   月   日  午前・午後 

 

備考 
 

 

  注 

   ・該当する番号を丸で囲んでください。 

   ・保有個人情報の一部のみの開示を求める場合は又は保有個人情報について部分ごとに異なる 

    方法による開示の実施を求める場合は、一部の番号を丸で囲み、その内容を記載してください。 
   ・この申出は、正当な理由がある場合を除き、個人情報の保護に関する法律第８２条第１項に 

    規程する通知があった日から３０日以内に行う必要があります。 

 



様式第１４号  

                                                                       年  月  日  

 

   公立大学法人山梨県立大学理事長 殿 

 

                             （郵便番号       ） 

                   開示請求者 住所又は居所 
 

                            氏名 

 

                       （連絡先              ） 

 

保有個人情報訂正請求書  

 

  個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９１条第１項の規定に基づき、 
次のとおり保有個人情報の開示を請求します。  

 

訂正請求に係る保有個人
情報の開示を受けた日 

        年   月   日 

開示決定に基づき開示を
受けた保有個人情報 

 開示決定通知書の文書番号：       日付： 

 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報の名称等 

 
訂正請求の趣旨及び理由 

 （趣旨） 

 （理由） 

開示請求者 １ 本人  ２ 法定代理人  ３ 任意代理人 

  

 

請求者本人確認書類 

 １ 運転免許証  ２ 健康保険被保険者証 

 ３ 個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるも
の） 

 ４ 在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみな
される外国人登録証明書 

 ５ その他（                     ） 

※ 請求書を送付して請求する場合には、加えて住民票の写し等
を添付してください。 

本人の状況等（法定代理人
又は任意代理人が請求する
場合のみ記載してくださ
い） 

 １ 本人の状況 （１）未成年者（   年  月  日生） 
（２）成年後見人            
（３）任意代理人委任者 

 ２ 本人の氏名 

 ３ 本人の住所又は居所 

 ４ 本人の連絡先（電話番号               ） 

 



 法定代理人が請求する場
合、次のいずれかの書類を
提示又は提出してくださ

い 

  

請求資格確認書類 

 

１ 戸籍謄本  ２ 登記事項証明書 

３ その他（                     ） 

 任意代理人が請求する場
合、次の書類を提出してく
ださい 

 請求資格確認書類 

 １ 委任状   ２ その他（             ） 

 ※担当課（室）  

 
 



様式第１５号  

                                                                       第     号  

                                                                       年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                   公立大学法人山梨県立大学理事長      印  

 

 

保有個人情報訂正決定通知書  

 

       年 月 日付けで訂正請求のあった保有個人情報については、個人情報保護
に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９３条第１項の規定に基づき、次のとおり訂
正することを決定したので通知します。  

 

 訂正請求に係る 

 保有個人情報の内容 

 

 

 訂正決定をする内容及び 

理由 

 

 （訂正内容） 

 

 （訂正理由） 

 担当課（室）  

       電話番号（   ）     －         内線  

 備         考   

 

 教示  

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月
以内に、公立大学法人山梨県立大学理事長に対して審査請求をすることができます。  
   また、この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この決定の通知を受けた日の翌日
から起算して６月以内に、公立大学法人山梨県立大学理事長を被告として（訴訟において山
代表者は公立大学法人山梨県立大学理事長となります。）、訴えを提起することができます。
ただし、審査請求をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決
の送達を受けた日の翌日から起算して６月以内に提起しなければなりません。 

 

 



様式第１６号  

                                                                       第     号  

                                                                       年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                   公立大学法人山梨県立大学理事長      印  

 

 

保有個人情報不訂正決定通知書  

 

       年 月 日付けで訂正請求のあった保有個人情報については、個人情報保護
に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９３条第２項の規定により、次のとおり訂正
しないことを決定したので通知します。  

 

 訂正請求に係る 

 保有個人情報の内容 

 

 

 訂正しないこととした 

理由 

 

 担当課（室）  

       電話番号（   ）     －         内線  

 備         考   

 

 教示  

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月
以内に、公立大学法人山梨県立大学理事長に対して審査請求をすることができます。  
   また、この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この決定の通知を受けた日の翌日
から起算して６月以内に、公立大学法人山梨県立大学理事長を被告として（訴訟において山
代表者は公立大学法人山梨県立大学理事長となります。）、訴えを提起することができます。
ただし、審査請求をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決
の送達を受けた日の翌日から起算して６月以内に提起しなければなりません。 

 

 



様式第１７号  

                                                                       第     号  

                                                                       年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                   公立大学法人山梨県立大学理事長      印  

 

 

保有個人情報訂正決定等期限延長通知書  

 

       年 月 日付けで訂正請求のあった保有個人情報の開示については、個人情
報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９４条第２項の規定により、次のと
おり訂正決定等の期限を延長したので通知します。  

 

 開示請求に係る保有   
個人情報の内容 

 

  

延長前の決定期間 

 

    年   月   日 から 

    年   月   日 まで 

 

 

 

 

 

延長後の決定期限 

 

年   月   日 

 

 

 

 延長の理由 

 

 

  

担当課（室） 

 

 

（電話番号              内線       ） 

 

備考 
 

 



様式第１８号  

                                                                       第     号  

                                                                       年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                   公立大学法人山梨県立大学理事長      印  

 

 

保有個人情報訂正決定等期限特例延長通知書  

 

       年 月 日付けで開示請求のあった保有個人情報の開示については、個人情
報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９５条の規定により、次のとおり訂
正決定等の期限を延長したので通知します。  

 

 開示請求に係る保有個人 
情報の内容 

 

  

延長前の決定期間 

 

    年   月   日 から 

    年   月   日 まで 

 

 

 

 

訂正決定等をする期限 
 

年   月   日 

 

 

個人情報の保護に関する法
律第９５条を適用する理由 

 

 

 

 

担当課（室） 

 

 

（電話番号              内線       ） 

 

備考 
 

 



様式第１９号  

                                                                        第     号  

                                                                        年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                   公立大学法人山梨県立大学理事長       印  

 

 

保有個人情報訂正請求事案移送書  

 

       年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の訂正請求に係る事案について、 

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９６条第１項の規定により、 

次のとおり移送します。  
 

 

 訂正請求に係る保有個人 

情報の内容 

 

 

 

 

 

 訂正請求者氏名等 

 氏名： 

 住所又は居所： 

 連絡先： 

 

 法定代理人又は任意代理人による開示請求の場合 

 本人の状況 １ 未成年（  年  月  日生） 

       ２ 成年被後見人 ３ 任意代理人委任者 

 本人の氏名： 

 本人の住所又は居所 

 

 
 

 添付資料等 

 

 

            

備考  

 

 

 注 訂正請求書の写し、移送までの経緯の概要等参考になる資料を添付し、併せて添付 

   資料欄に記載すること。 

 



様式第２０号  

                                                                         第     号  

                                                                         年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                    公立大学法人山梨県立大学理事長       印  

 

 

保有個人情報訂正請求事案移送通知書  

 

       年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の訂正について、個人情報の保護に

関する法律（平成１５年法律第５７号）第９６条第１項の規定により、次のとおり事案を移送

したので通知します。  
 

 

 訂正請求に係る保有個人 

情報の内容 

 

 

 移送をした日 

 

          年  月  日  

 

 移送の理由 

 

 

 

 移送先の行政機関の長等 

 

 行政機関の長等： 

 部局課室名等： 

 所在地： 

 電話番号：（   ）     －          内線（    ） 

 

 移送先の事務担当部局等 

 

 

 

       電話番号（   ）     －         内線  

 備         考   

 

 

 注  

  この訂正請求に係る訂正決定等については、移送を受けた実施機関が行います。  

 



様式第２１号  

                                                                         第     号  

                                                                         年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                    公立大学法人山梨県立大学理事長       印  

 

 

保有個人情報提供先への訂正決定通知書  

 

 （他の実施機関）に提供している次の保有個人情報については、個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５７号）第９２条の規定により訂正を実施しましたので、同法９７条の

規定により通知します。  
 

 

 提供した保有個人情報の 

内容 

 

 

 訂正請求者の氏名等保有 

 個人情報を特定するため 

の情報 

 

 （氏名、住所等） 

 

 

 訂正請求の趣旨 

 

 

 

 訂正決定する内容及び理由 

 

（訂正内容） 

 

（訂正理由） 

 

 

 担当課（室） 

 

 

 

       電話番号（   ）     －         内線  

 備 考   

 

 

 

 



様式第２２号  

                                                                       年  月  日  

 

   公立大学法人山梨県立大学理事長 殿 

 

                             （郵便番号       ） 

                 利用停止請求者 住所又は居所 
 

                            氏名 

 

                       （連絡先              ） 

 

保有個人情報利用停止請求書  

 

  個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９９条第１項の規定に基づき、 
次のとおり保有個人情報の利用停止を請求します。  

 

利用停止請求に係る保有
個人情報の開示を受けた日 

        年   月   日 

 
開示決定に基づき開示を
受けた保有個人情報 

 開示決定通知書の文書番号：        

日付： 

  
 

利用停止請求の趣旨及び
理由 

（趣旨） 

１ 第９８条第１項第１号該当→（１）利用の停止 （２）消去 

２ 第９８条第１項第２号該当→提供の停止 

（理由） 

 

開示請求者 １ 本人  ２ 法定代理人  ３ 任意代理人 

  

 

請求者本人確認書類 

 

 

 

 

 １ 運転免許証  ２ 健康保険被保険者証        
 ３ 個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるも
   の）                         
 ４ 在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみな

   される外国人登録証明書               
 ５ その他（                     ） 
 ※請求書を送付して請求する場合には、加えて住民票の写し等を
添付してください。 

本人の状況等（法定代理人
又は任意代理人が請求する
場合のみ記載してくださ
い） 

 １ 本人の状況 （１）未成年者（   年  月  日生） 
（２）成年後見人            
（３）任意代理人委任者 

 ２ 本人の氏名 

 ３ 本人の住所又は居所 

 ４ 本人の連絡先（電話番号               ） 

 



 法定代理人が請求する場
合、次のいずれかの書類を
提示又は提出してくださ

い 

  

請求資格確認書類 

 

１ 戸籍謄本  ２ 登記事項証明書 

３ その他（                     ） 

 任意代理人が請求する場
合、次の書類を提出してく
ださい 

 請求資格確認書類 

 １ 委任状   ２ その他（             ） 

 ※担当課（室）  

 
 



様式第２３号  

                                                                         第     号  

                                                                         年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                    公立大学法人山梨県立大学理事長     印  

 

 

保有個人情報利用停止決定通知書  

 

       年 月 日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については、個人情報の保

護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１０１条第１項の規定により、次のとおり利用

停止することを決定したので通知します。  
 

 

 利 用 停 止 請 求 に 係 る 

 保 有 個 人 情 報 の 内 容 

 

 

 

 利用停止決定をする内容 

 及び理由 

（利用停止決定の内容） 

 

（利用停止の理由） 

 

 担当課（室） 

 

 

       電話番号（   ）     －         内線  

 

 備         考  

 

 

教示  

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 
３月以内に、公立大学法人山梨県立大学理事長に対して審査請求をすることができます。  
   また、この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この決定の通知を受けた日の翌 
日から起算して６月以内に、公立大学法人山梨県立大学理事長を被告として（訴訟におい 
て山代表者は公立大学法人山梨県立大学理事長となります。）、訴えを提起することがで 
きます。ただし、審査請求をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に 
対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６月以内に提起しなければなりません。 

 

 



様式第２４号  

                                                                         第     号  

                                                                         年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                     公立大学法人山梨県立大学理事長     印  

 

 

保有個人情報利用不停止決定通知書  

 

       年 月 日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については、個人情報の
保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１０１条第２項の規定により、次のとおり
保有個人情報の利用停止をしないことを決定したので通知します。  

 

 

 

 利用停止請求に係る保有 
保有個人情報の内容 

 

 

 

 

 

 

 利用停止をしないことと 
した理由 

 

 

 担当課（室） 

 

 

       電話番号（   ）     －         内線  

 

 備 考  

 

 
 教示  

   この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３
月以内に、公立大学法人山梨県立大学理事長に対して審査請求をすることができます。  
 また、この決定の取消しを求める訴えをする場合は、この決定の通知を受けた日の翌日 
から起算して６月以内に、公立大学法人山梨県立大学理事長を被告として（代表者は公立大
学法人山梨県立大学理事長となります。）、訴えの提起することができます。ただし、審査
請求をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受け
た日の翌日から起算して６月以内に提起しなければなりません。  

 

 



様式第２５号  

                                                                       第     号  

                                                                       年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                   公立大学法人山梨県立大学理事長      印  

 

 

保有個人情報利用停止決定等期限延長通知書  

 

       年 月 日付けで利用停止請求のあった保有個人情報の開示については、個
人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１０２条第２項の規定により、
次のとおり利用停止決定等の期限を延長したので通知します。  

 

 利用停止請求に係る   
保有個人情報の内容 

 

  

延長前の決定期間 

 

    年   月   日 から 

    年   月   日 まで 

 

 

 

 

 

延長後の決定期限 

 

年   月   日 

 

 

 

 延長の理由 

 

 

  

担当課（室） 

 

 

（電話番号              内線       ） 

 

備考 
 

 



様式第２６号  

                                                                       第     号  

                                                                       年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                   公立大学法人山梨県立大学理事長      印  

 

 

保有個人情報利用停止決定等期限特例延長通知書  

 

       年 月 日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については、個人情報
の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１０３条の規定により、次のとおり利
用停止決定等の期限を延長したので通知します。  

 

 利用停止請求に係る   
保有個人情報の内容 

 

  

延長前の決定期間 

 

    年   月   日 から 

    年   月   日 まで 

 

 

 

 

 
訂正決定等をする期限 

 

年   月   日 

 

 

個人情報の保護に関する 
法律第１０３条の規定を 
適用する理由 

 

 

 

 

担当課（室） 

 

 

（電話番号              内線       ） 

 

備考 
 

 



様式第２７号  

                                                                         第     号  

                                                                         年  月  日  

 

 

                               殿  

 

 

                    公立大学法人山梨県立大学理事長     印  

 

 

保有個人情報に係る審議会諮問通知書  

 

       年 月 日付けで提起された審査請求については、山梨県個人情報保護審議会

に諮問したので、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１０５条第２

項の規定により通知します。  
 

 

審査請求に係る保有個人 

情報の内容 

  

 

審査請求に係る決定の 

内容 

 

 

 

 

審査請求の内容 

 

 

（１） 審査請求年月日 

 

（２） 審査請求の趣旨 

 

 諮問をした日 

 

      年  月  日  

 

 担当課（室） 

 

 

       電話番号（   ）     －         内線  

 

 備 考  
 

 


